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研究要旨 

目的 家族介護の状況，特に子世代による介護状況を把握することは，今後の介護政策展

開の上で重要である。日本ではこれまで，介護者の続柄に焦点をあてた研究は行われてきた

が，続柄を娘と義理の娘に限定し，かつ被介護者の要介護度と性別を考慮した上で介護状況

を比較した研究はない。そこで，本研究では娘と義理の娘による介護に関し，被介護者の性

別を女性に限定した上で，被介護者の要介護度で層別化し，介護期間，介護への考えおよび

介護負担感などの状況を比較することとした。 

方法 つくば市保健福祉部高齢福祉課が平成23年2月に実施したアンケート調査を二次デー

タとして分析した。サンプリングは層化抽出法により，在宅療養中の65歳以上の要支援・要

介護認定者1,400名とその主介護者とした。分析対象は介護者が娘または義理の娘である165

名のうち，被介護者が女性の115名とした。介護期間や介護者の心情などを比較した後，要介

護度2以下と3以上で層別化をして同様に分析した。さらに，続柄による違いがあった要介護

度2以下の層において，年齢や副介護者の有無等を考慮して負担感を検討するために多変量解

析を行った。 

結果 要介護度で層別化すると，全体で有意差があった項目のほとんどが，要介護度2以下

の層においてのみ有意差があり，その項目は，娘および義理の娘において，被介護者の年齢

(中央値84歳vs88歳)，介護期間が3年以上(60% vs 33%)，経済的負担がある(23% vs 4%)，介

護方針の決定に自分の意見が反映される(91% vs 73%)などであった。加えて，住居が持家

(88% vs 100%)，介護負担感が高い(31% vs 55%)は，全体ではなく要介護度2以下でのみ有意

差があった。多変量解析の結果，要介護度2以下の層では介護者の年齢，被介護者のIADL，副

介護者の有無を考慮しても，義理の娘の方が娘よりも負担感が高かった(オッズ比：3.47，

95%信頼区間：1.11-10.88)。 

結論 娘と義理の娘という介護者の続柄の違いにより，要介護度が低い場合にのみ被介護

者の年齢，介護期間，経済的負担などに違いが見られ，要介護度が高い場合には介護状況に

あまり差がないこと，また，義理の娘は年齢や副介護者の有無などの交絡要因を調整して

も，被介護者の要介護度が低い場合に娘より負担感が高いことが明らかになった。義理の娘

が義母を介護する場合には，要介護度が低くても負担感を軽減するための支援が必要と考え

られる。 
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Ａ．研究目的 

わが国では，2000 年に在宅介護を推進する

介護保険制度が導入され，在宅サービスが整

備されたことなどから，介護サービス利用者

における居宅サービス受給者の割合は 2000 年

の 65.2%から 2013 年には 73.9%と 1)，在宅介護

の割合が増加した。この在宅介護における主

な介護者は，事業者が 13.3%であるのに対し，

約 75%が家族（別居も含む）により担われてい

る 2)。欧米諸国においても，介護政策は施設か

ら在宅へシフトしており 3)4)，多くの国で介護

家族の実態調査がなされ，それをもとに在宅

介護者を直接支援する施策がなされている 5)6)。

英国では 2014 年に介護者の実態とニーズを把

握し，被介護者と同様に支援することが自治

体の義務とされた 7)。 

しかし，世界一の長寿国で，かつ在宅介護

における家族の役割が今だ大きいわが国では，

家族介護者の実態を把握する公的調査や介護

者を直接支援する政策は整備されていない。

そこで，家族介護政策の中で家族をどう支援

するかを検討するためにも，まず，わが国の

介護家族の実態を明らかにすることは重要で

あると考える。 

家族介護者についての先行研究では，介護

者の続柄により介護状況が異なることが報告

されており，介護者の続柄により利用する介

護サービス 8)，介護期間や介護時間 9)，介護者

の自由な時間 10)が異なる，介護者が息子か嫁

の場合に介護協力者が多い 11)などが示されて

いる。また，介護者が配偶者よりも義理の娘

の場合の方が，年齢などを調整しても被介護

者の生存が短いことを示した研究 12)もある。

さらに，その結果は被介護者が女性の場合に

のみ見られたことから，家族介護の実態把握

には，介護者の続柄による違いに加え，被介

護者の性別も考慮することが重要であると考

えられる。 

一方で，わが国の家族介護者の続柄は，近

年大きく変化してきている。まずは，配偶者

介護が増え，子世代の介護が 2000 年の 56.2％
13)から 2013 年の 40.5％14)に減少している。さ

らに，子世代の介護者の中でも義理の娘の割

合は 2010 年 2)から 2013 年 14)において，17.2%

から 9.6%と減少し，一方，娘は 15.6%から 19.

3%と増加しており，わが国の特色でもあった

いわゆる嫁の介護が実の娘に急速に転換して

きたところである。子世代介護は減少しては

いるものの，今後も家族介護の重要な担い手

であり，義理の娘から娘への変化の背景を探

ると共に，これらの介護の実態を把握する必

要がある。また，韓国でも同様に，義理の娘

の割合が 2001 年および 2014 年において，38.

0%から 12.4%に減少している 15)。今後急速に

高齢化を迎える途上国においては義理の娘に

よる介護が占める割合は今だ高く，バングラ

デシュでは 47.8%16)を占めると報告されている

が，いずれ日本や韓国のように推移する可能

性もあり，各国における今後の介護政策を検

討する上でも，大きく変遷してきた日本の子

世代家族介護者の実態を明らかにすることは

これらの追随する国々にとっても有益である

と考える。  

しかし，子世代介護の中心である女性家族

介護者に焦点をあてて娘と義理の娘の介護状

況を比較した先行研究は今だ少ない。著者ら

が検索した中での唯一の研究は，介護が必要

になったために子どもの元に引っ越した高齢

者を介護する娘と義理の娘を比較したもので

あり，娘の方が長時間，重度の人を介護して

いるが負担感は義理の娘の方が大きいと報告

されている 17)。しかし，この研究では被介護

者の性別は男女いずれも含まれ，かつ介護状

況に大きく影響すると考えられる被介護者の

重症度や介護者の年齢などの交絡要因は調整

されていない。 

そこで本研究では，被介護者の性別を

女性に限定した上で，被介護者の要介護度

で層別化し，介護期間，介護への考えおよ

び介護負担感などの状況について，娘によ
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る介護と義理の娘による介護を比較するこ

とを目的とした。さらに，介護者の状況と

してより重要と考えられる介護負担感につ

いては，年齢や副介護者の有無等の交絡要

因を考慮した上で両者の比較を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

( 1 )  調査対象と調査時期 

2011 年 2月 1日~14 日につくば市保健福祉

部高齢福祉課を調査主体として実施された

「第 5期つくば市高齢者福祉計画策定のた

めのアンケート」18)を二次データとして

つくば市の許可を得て分析した。このアン

ケートは郵送配布，郵送回収で行われた。

調査対象は在宅で生活している 65 歳以上

の要支援・要介護認定者 1,400 名とその在

宅での主な介護者(以下，主介護者)であり，

被介護者が回答する項目と，主介護者が回

答する項目を設定している。つくば市内を

7区域に分け，圏域ごとの全体に対する要

支援・要介護認定者の人口構成比を元に配

布サンプル数をそれぞれ決定した上で無作

為に抽出する層化抽出法を用いた。有効回

答数は 685 名(48.9%)だった。 

( 2 )  分析項目 

介護者の状況(年齢，続柄，介護にあてる

時間：以下，介護時間，介護方針の決定に

自分の意見が反映されるか，家族に副介護

者がいるか)，介護者の介護に対する意識

(経済的負担が大きいことで困っているか，

介護をしていて良かったと思うこと，介護

負担感)，被介護者の状況(年齢，要介護度，

要介護になってからの期間：以下，介護期

間，独居か家族と同居しているか，持家か

否か，手段的日常生活動作( Instrumental 

Activities of Daily Living)：IADL，介

護保険サービス利用の有無)に関して分析

した。介護をしていて良かったと思うこと

は，「人間としての絆の深まり」「感謝さ

れる喜び」などの 7項目から，当てはまる

ものをすべて回答するよう求めた。介護負

担感の評価には Zarit 介護負担尺度日本語

版短縮版(J-ZBI_8)19)を用いた。IADL は

老研式活動能力指標 20)を用いて評価した。 

( 3 )  解析対象者の選択 

得られた回答(n=685)において介護者の年

齢と性別が未回答の者 185 名は介護者がい

ないと判断し除いた。さらに，被介護者の

年齢が 65 歳未満と回答した者 2名を除い

た 498 名のうち，主介護者の性別または続

柄が未回答の者(n=20)を除いた 478 名

(100%)を主介護者の続柄で分けると，夫が

52 名(10.9%)，妻が 170 名(35.6%)，娘が

81 名(16.9%)，義理の娘が 84 名(17.6%)，

父母が 19 名(4%)，息子が 54 名(11.3%)，

その他(婿，兄弟，孫など)が 18 名(3.8%)

であった。介護者が娘または義理の娘の中

で被介護者が女性である者だけを選び，要

介護度が未回答の者 2名を除いた，母を介

護する娘 57 名，義母を介護する義理の娘

58 名を分析対象とした。なお，無回答の

項目についてはその項目のみを欠損値とし

て分析から除外したため，各回答項目で有

効回答者数が異なっている。 

( 4 )  分析方法 

母を介護する娘と，義母を介護する義理の

娘の 2群を設定し，カイ二乗検定または

Fisher 正確検定，Wilcoxon 順位和検定を

行い，まず全体の比較をした。次に，要介

護度 2以下と要介護度 3以上で介護時間に

差が認められたことから，要介護度により

2つに層別して介護者が娘か義理の娘かの

比較をした。さらに，介護者の続柄と介護

負担感の関連を，交絡要因を調整した上で

検討するために，多重ロジスティック回帰

分析を行った。全体における ZBI スコアの

中央値 11 により低負担感群と高負担感群

の 2群に分け従属変数とし，独立変数は

「介護者が娘か義理の娘か」とした。共変

量として，共線性を確認した上で，先行研

究 21)22)で負担感との強い関連が示され

ている「介護者の年齢」と「副介護者の有
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無」，負担感について上記 2群の単変量解

析で p<0.2 であった「介護者の IADL」の 3

つを強制投入した。すべての統計学的検定

は SASver9.3 を使用し，有意水準は 5%と

した。 

（倫理面への配慮） 

筑波大学人間総合科学研究科研究倫理委員会

の承認を受けて実施した。データ使用に関し

ては，分析は関係者に限り，データを持ち出

さないことを条件に，つくば市長の許可を得

ている。また，プライバシーの保護について，

本研究で扱うデータは，無記名自記式質問紙

調査の結果に基づく，連結不可能匿名化した

データである。 

 

Ｃ．研究結果 

( 1 )  全対象者における基本属性 

 基本属性として，全体の要介護度の内訳は，

要支援 1が 14.8%，要支援 2が 16.5%，要介護

1 が 20.0%，要介護 2 が 20.0%，要介護 3 が 13.

0%，要介護 4が 9.6%，要介護 5が 6.1%であっ

た。  

要介護度 2 以下では「必要な時に手を貸す」

が最も多いが，要介護度 3以上では「毎日半

日程度」あるいは「毎日 2-3 時間」が最も多

かった。要介護度別にみた娘と義理の娘の人

数では、要介護度 3以上では娘の人数が多い

傾向にある。実際に被介護者の要介護度が 3

以上なのは介護者が娘の場合 22 人(38.6%)，

義理の娘の場合 11 人(19.0%)であり，娘の方

が要介護度の高い被介護者を介護している者

の割合が有意に高く (p=0.02)，要介護度によ

り属性に差が見られた。 

( 2 )  要介護度により層別化した分析結果 

全体および要介護度により層別化して分析を

したところ，要介護度 2以下の層(n=82)では

全体で有意差があった項目のうち 2項目以外

のすべての項目で有意差が見られたが，要介

護度 3以上の層では，2項目しか有意差は見ら

れなかった。 

要介護度 2以下の層において有意差があった

項目を以下に示す(娘 vs 義理の娘，P値)。娘

は義理の娘に比して被介護者の年齢が低く(中

央値 84 歳 vs88 歳，p＜0.01)，介護期間が 3

年以上であり(60.0% vs 32.6%， p＝0.01)，

経済的負担が大きくて困る者が多く(22.9% vs

 4.3%，p＝0.02)，「介護をして良かったと思

うこと：感謝される喜び」を選んだ者が少な

く(17.1% vs 38.3%，p=0.04)，介護方針に自

分の意見が反映される者が多かった(91.4% vs

 72.7%，p＝0.04)。また，層別化によって新

たに 2項目で有意差が見られ，娘は義理の娘

に比して被介護者の住居が持家である者が少

なく(88.2% vs 100%，p=0.03)，介護負担感が

低い者が多かった(68.3% vs 45.2%，p=0.04)。 

要介護度 3以上の層(n=33)では，娘は義理

の娘に比して，介護をしていて良かったこと

として「絆の深まり」を思う者が有意に少な

く(0% vs 54.6%，p＜.001)，「感謝される喜

び」を思う者も有意に少なかった(9.1% vs 54.

6%，p＜0.01)。 

( 3 )  要介護度 2以下の層における介護負担

感と続柄の関連 

要介護度 2以下の層で続柄による差があっ

たもののうち，より重要と考えられる介護負

担感(ZBI スコア)に着目し，交絡要因を調整し

た上で介護負担感と続柄の関連を分析した。

その結果，「介護者の年齢」「副介護者の有

無」「被介護者の IADL」を考慮しても，介護

者が義理の娘であることのオッズ比(95%信頼

区間)は 3.47(1.11-10.88)で，高負担感と有意

に関連があった。 

 

Ｄ．考察 

本研究では，娘と義理の娘の介護状況を，

被介護者を女性に限定し，かつ要介護度で層

別化した上で比較した。その結果，従来の報

告 17)にある娘と義理の娘による介護の違いの

ほとんどは，要介護度が低い者を介護してい

る場合に見られ，要介護度が高い場合にはほ

とんど差が見られないことが明らかになった。

母を介護する娘と義母を介護する義理の娘に
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のみ着目し要介護度を考慮して介護状況を詳

細に比較した研究は，著者らの知るところで

はこれまでにない。 

 要介護度 2以下の層においてのみ義理の娘

の方が高負担感の者の割合が有意に高く，先

行研究で報告されている，義理の娘の方が被

介護者の重症度が低いが，娘よりも負担感を

感じているという結果 17)が，主に要介護度が

低い者を介護している場合に当てはまること

が明らかになった。介護負担感が高いほど精

神的健康が低下しているという報告 23)もあり，

介護者が義理の娘の場合には精神的なサポー

トが必要と考えられる。また，義理の娘は娘

に比べて介護方針の決定に自分の意見が反映

されると感じる者の割合が低かったが，介護

方針の決定に意見が反映されることが介護肯

定感に正の関連を示したという報告 24)がある

ことから，義理の娘の方が介護肯定感を感じ

にくい状況にあると考えられる。この背景と

して，呼び寄せ介護に限定しているが，介護

者の同意の上での呼び寄せか，そうする他に

選択肢がなかったかを比較した研究 17)では，

介護者が義理の娘の場合にのみ，他に選択肢

がなかったために呼び寄せていた方がより負

担感が高かったという報告がある。本研究に

おける義理の娘の意見の反映と負担感の関係

の背景には，こうした状況もあり得ると考え

られる。また，義理の娘が介護する義母全員

が持家であり，娘が介護する母と比較して有

意に多かったことは，遺産相続が介護を行う

動機である場合，もしくは，すでに遺産相続

がされた結果によって義理の娘が介護を行う

ようになった両方の可能性が考えられる。一

方で娘においては介護期間が長く，かつ経済

的負担も高いことから，娘は自身の生活や対

価労働を犠牲にして母親の介護をしている可

能性がある。 

さらに，要介護度 2以下の層で介護負担感

と介護者の続柄の関連について多変量解析し

た結果，介護者の年齢，被介護者の IADL，副

介護者の有無を調整してもなお，続柄には有

意差があったことから，同様な状況にあって

も，義理の娘は，より負担感を強く感じてい

ることが明らかになった。 

要介護度 3以上の層では，娘と義理の娘の

間に有意差はほとんど見られなかった。これ

は，サンプル数が 33 と少なく検出力が低いと

いう限界を踏まえる必要があるが，考えられ

る方向性として，介護者が義理の娘の場合は

娘の場合と比較して施設入所のリスクが高い

という報告 25)があることから，被介護者の要

介護度が高くても在宅で介護をしている義理

の娘は在宅介護継続の条件がある程度整った

一部の限られた集団であり，この集団におい

ては娘か義理の娘かという続柄の違いの影響

は小さいという可能性がある。また，介護方

針決定に自分の意見が反映されると考える者

が娘も義理の娘も 100%であったことから，主

介護者の意見が反映されるということが，要

介護度が高い被介護者を在宅で介護する場合

に重要な点となっており，義母の要介護度が

高くても義理の娘が在宅介護を継続するのに

必要な状況だと考えられる。 

一方で義理の娘の方が，介護をして良かっ

たと思うこととして「絆の深まり」と「感謝

される喜び」を感じる者の割合が高かった。

このことから，義理の娘はこうした気持ちを

持てる場合には要介護度が高くても介護を続

けていられるという可能性が考えられる。ま

た，娘は親のわがままや支配的・依存的態度

をストレスに感じるという報告があり 26)，娘

の方が「感謝される喜び」を感じにくい状況

にあるのではないだろうか。介護者の心情に

関する先行研究では，実子と義理の子を比較

すると実子の方が抑うつが多い一方で気分の

高揚も多いという報告 27)がある。これは実子

の方が親との関係性が近い分，親が苦しんで

いるのを見るのは辛いが，介護をすることで

それを和らげてあげることができ，喜びを感

じられるためと考えられている 27)。本研究で

は，被介護者との続柄により介護者の心情に

違いがあることが改めて確認された。  
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このように要介護度と介護者の続柄により，

被介護者の年齢および要介護度，介護時間，

経済的負担，介護負担感，介護に対する意識

などに違いが見られた。このことから，要介

護度と続柄の両方を考慮して，義理の娘の場

合には要介護度が低くても負担感を減ずるよ

う交流の場を設けるといった支援や，娘の場

合には経済的支援やショートステイ利用など

によって長い介護時間を減らすなど娘自身の

生活をより尊重できるような支援が必要と考

えられる。 

本研究の限界は，一市(つくば市)のみのデ

ータであることである。つくば市の要介護認

定率は調査と同時期の 2011 年 2月末で 16.8%

となっており，国の 17.3%よりはやや低いもの

の，茨城県の 13.7%よりは高い水準にある 28)。

今回の結果はこれらの特性を加味して解釈す

る必要がある。また，サンプル数が少ないこ

とにより，層別化後の検出力が小さいことも

限界であり，さらに規模の大きな調査が必要

である。 

現在，わが国は，在宅介護推進を政策とし

て推進しているが，欧米諸国のように，国レ

ベルの公的な介護者の実態調査や介護者への

直接支援は実施されていない。今後，在宅介

護を進めるには，より大規模な介護者調査お

よび交絡要因などを検討した疫学的分析が推

進され，さらに，それに基づく適切な介護者

支援政策が整備されることが重要であると考

える。 

 

Ｅ．結論 

娘と義理の娘という介護者の続柄の違いによ

り，要介護度が低い場合にのみ被介護者の年

齢，介護期間，経済的負担などに違いが見ら

れ，要介護度が高い場合には介護状況にあま

り差がないこと，また，義理の娘は年齢や副

介護者の有無などの交絡要因を調整しても，

被介護者の要介護度が低い場合に娘より負担

感が高いことが明らかになった。義理の娘が

義母を介護する場合には，要介護度が低くて

も負担感を軽減するための支援が必要と考え

られる。 

 

Ｆ．研究発表 

 

厚生の指標 印刷中 (2016 年 5 月掲載予

定) 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 
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なお、本報告書では図表は掲載していない。 

厚生の指標 2016 年 5月号を参照いただき
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